
6.4

21.7

当該年度
総事業費

前年度
総事業費

（単位％）

4.10 0.59

39,108

180,047

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

140,939

0

49,467

施
策
の
概
要

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

区分　

　　事業費　　　①

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

①産業融資資金の貸付件数の増加
②商工相談件数の増加

平成19年度

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

商工相談日数

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

・事業協力＝中小企業・団体等に対する支援（商工相談・商工診断、産業融資
資金）
・補助・助成＝中小企業・団体等に対する支援（商店街振興組合等補助助成、
杉並産業協会への助成）
・指定管理者＝産業商工会館維持管理
・その他＝中小企業・団体等に対する支援（情報収集・提供）

118,765

実績 計画

0.00 3.42

122,692 136,467

217 0 0

44,451 41,400 40,126

0.56 3.55 0.59

47,021 32,810 34,081

5.19

169,713 169,277 152,846

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

産業振興の基盤整備
上位

政策名
環境と共生する産業の育成のために施策名

施策
番号

▲ 9.9

43

関係課

事業者・区民・産
業団体・求職者 目

標

施
策
の

産業融資資金のあっせんや商工相談、産業支援に関する情報収集・提供
など各種支援策を実施し、区内産業の振興を図る。対

象

施
策
の

施策
担当課

区民生活部産業経済課

・原油、原材料価格の高騰の影響等を受け、中小企業は厳しい経営状況におかれており、低利の
産業資金融資（利子補給）制度への中小企業の期待は大きい。
・区内の事業所・企業数は昭和50年代から減少が続いていたが、事業所・企業統計調査によれ
ば、平成18年度調査では20,992所と、平成16年度の20,621所から1.8％増加した。
　また、区内の従業者数は、平成16年度調査の154,551人から、平成18年度の165,215所に6.9％
増加した。

平成18年度
特記事項：

実績

平成20年度

計画

平成19年度

27.7 19.4 22.3 人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度

245

区内事業所求人情報掲
載件数

ワークインフォメーションに区内事業所
の求人情報を掲載した件数

件 92 91

商工相談を行った日数 日 245

556融資あっせん件数 融資のあっせんをした件数 件 567



(165,215）

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

区内従業者数

指標名　及び　計算式
成果・現状値

区内事業所数 20,992 (20,992） 件

人 174,184

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

700

22,175

単
位

165,215

産業融資貸付件数 489 479 件

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

中小企業・団体等に対する支援（商工相談・商工診断、情報収集・提供、産業資金融
資）

大きな成果を
上げている事

務事業

費用対効果の
高い事務事業

中小企業・団体等に対する支援（特定商業施設の出店及び営業に伴う住宅地に係る
環境の調整、商店街振興組合等助成、杉並産業協会への助成、技能功労者表彰）

見直すべき
事務事業

新規事業

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

①産業資金融資金の貸付件数は、17年度は前年度比15％増、18年度は同10％増と増加してきたが、19年
度は同2.0％減少した。
②区内の事業所・企業数は昭和50年代から減少が続いていたが、事業所・企業統計調査によれば、平成18
年度調査では20,992所と、平成16年度の20,621所から1.8％増加した。
　また、区内の従業者数は、平成16年度調査の154,551人から、平成18年度の165,215所に6.9％増加した。

①産業資金融資金の貸付件数は、17、18年度と２年続けて増加してきたが、19年度は同2.0％減少した。
②商工相談の件数は、平成19年度は898件と、前年度比27.2％増加している。これは、建築関連業種の融資
の信用保証制度（セーフティネット）に関する相談が急増したためである。

政
策
へ
の
貢
献
度

産業融資資金制度が、区の産業振興施策の基幹事業であり、政策への貢献度は大きい。特に創業融資の
貸付件数が増加傾向にあり、区内での事業所数及び従業者の増加に貢献している。また、産業団体への助
成は、団体を通じた事業者同士の情報交換、連携・協力や団体の経営安定、活性化に貢献している。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

二
次
評
価

　物価の変動等を測定する消費者物価指数(ＣＰI)は、20年3月以降、前年同月比を上回っている。国内の設備投資
は堅調であるが、日常生活用品や食料品等の値上がりにより、個人消費の伸び悩みが懸念される。金利が上昇局
面にあること、株式市場が低迷していること等から、産業融資資金の潜在需要は増加が予想されるので、今後とも制
度の運用に努め、中小企業に対する支援を充実していく必要がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

産業振興の基盤整備のために、区が単独で支援事業を実施するだけでなく、区内産業団体との協働に
より産業振興策を行うことが効果的である。課題は、区及び産業団体ともに協働等の態勢が整っていな
い点であり、連携の強化に向けて今後産業団体との協議を行う必要がある。

施
策
の
あ
り
方

　産業融資資金、商工相談、情報収集・提供等は、区の産業振興施策の基幹事業であり、引き続き充実させていく
必要がある。特に、産業融資資金については、創業支援融資や売上の低下している企業に対しての緊急運転資金
融資など資金需要の高い企業への支援を行い、産業基盤の下支えをする役割を担っている。
　産業融資資金の制度の運用にあたっては、地域経済の動向をみながら、制度の周知とともに、適切な時期に機動
的に金利を改定を行うなど、より利用しやすい制度運用に努め、中小企業の経営を積極的に支援していく。
　また、区ホームページや商工だよりなどの広報手段の見直しを行い、区施策や国、都等の産業関連の施策を効果
的に企業、事業所に周知する。

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：　43　】  【施策名：産業振興の基盤整備 】 ※費用の単位は千円　　　

118,765 0 40,126 3.55 0.59 34,081 152,846 0

（内）
投資的経費
等

0

0

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金（内）委託費 常勤

重点

減 増

増減
なし

減

継続

推進

維持 維持3.31 0.59

0.24 0.00

件

％

8

5

0

1

2

3

4

中小企業・団体等に
対する支援

産業商工会館維持管
理

合計

18

17

0

112

119

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

産業融資資金の金融機関
貸付件数

貸室の利用率

14 0

16

10

11

12

15

13

6

80,476

38,289

9

2,380

37,746

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

31,887

2,194

0

0

0

0

0

0

0

112,363 0

040,483

0

556

66.5

0

0 0

0

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

○ ○

枝
番
号



人 48,171 50,214

人 8,054

254

創業支援施設入居事業所数 阿佐谷キック・オフ／オフィス入居者数 室 9 9

8,174

名 229

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

29.8 25.0 27.8

①国や東京都、他区でも、創業支援施策を充実させている。セミナーの開催だけでなく、創業支
援融資、ＳＯＨＯ事務所の貸出や専門家による助言などの支援策を実施している。
②日本の輸出産業として重要な位置を占めているコンテンツ産業の保護、育成に積極的に取り組
むべきとの報告が出されている。
③国は、平成15年7月に決定された「観光立国行動計画」を策定し、観光振興に積極的に取り組
んでおり、この方針に基づき東京都など他自治体も観光振興に力を入れている。

平成18年度
特記事項：

実績

124,358

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

新しい産業の育成・支援
上位

政策名
環境と共生する産業の育成のために施策名

関係課

①区内で創業を予
定している人又は
法人
②区内のアニメ産
業に関わる企業

目
標

施
策
の

①創業セミナーの開催やＳＯＨＯ事務所の貸出により、創業者を支援する。
②アニメーションを観光政策の柱の一つとしてアニメーションミュージアムやアニ
メーションフェスティバルを中心に区内外に発信していく。

37.8

16,666 5,000 4,000

施策
番号

44

175,821 171,325

37,054 43,872 47,711

4.09 0.00

123,614

0

4.80 0.00 5.22 0.00

57,538 97,051 94,700

計画

0 0

87,304 131,949

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

セミナー参加者数 創業セミナー等各種セミナーの参加者数

アニメーションフェスティバ
ル入場者数

アニメーションフェスティバル入場者数

アニメーションミュージアム
来館者数

アニメーションミュージアム来館者数

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

・委託＝アニメの杜すぎなみ（人材育成事業「杉並アニメ匠塾」の運営、アニメ
キャラクター「なみすけ」ライセンス管理）、アニメーションミュージアム運営
・実行委員会・協議会＝アニメの杜すぎなみ（アニメーションフェスティバルの実
施）

実績

区民生活部産業経済課

平成20年度

計画

127,123

区分　

　　事業費　　　①

①創業セミナー等の各種セミナーの内容の充実により、受講者を増加させる。また、創業支援融資
の利用者を増加させる。
②杉並アニメーションミュージアムの年間来館者数を50,000人とする。

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

2,000

▲ 2.3

26.0

0

92,258

0.00

44,695

171,818

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

当該年度
総事業費

前年度
総事業費

（単位％）

4.89



二
次
評
価

　創業支援融資の件数が減となるなど、中小企業経営に対する不安感は軽減されていないと思われる。今後は、創
業支援の取組みを強化し、成熟化・多様化する市場の変化に対応できる経営力を備えた経営者の育成を支援して
いく必要がある。
　また、アニメ施策については、抜本的な見直しを行い、今後の方針と取り組みを定める必要がある。都内の観光
ルートに位置づける方策を検討するなど、アニメのまち杉並の知名度を上げる取り組みが一層求められる。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

上井草地区に設置したモニュメントを活用し、「アニメのまちすぎなみ」を周知するイベントの開催は、地域からの盛り
上がりが必要不可欠である。そのため地域住民や地元事業者が主体となり、企画・実施する中で、行政はアドバイ
ザー的に関わる体制を築いて行きたい。

施
策
の
あ
り
方

①ＳＯＨＯ事務所貸出、創業セミナーは、必要性が高く、継続して実施する。ただし、コミュニティビジネスセミナーは、同様の趣旨の講座が、す
ぎなみ地域大学において実施されているため、19年度をもって廃止した。平成20年度は、新たに起業をめざす人のための「起業準備セミナー」
を開始するとともに、経営者向けの「経営セミナー」を実施し、企業の発展段階に応じたセミナーを開催し、企業の経営支援策の一つとして充実
させていく。
②アニメーションミュージアムを拠点としてフェスティバルを開催するとともに、観光スポットとして区内外からの団体客を誘致したり、海外からの来
館者が満足できる事業を展開する。また、アニメを活用した観光ルートの整備を図るため、上井草駅南口に設置したモニュメントと西荻窪地区に
設置するモニュメントとの活用を検討し、点から線、さらに面へと事業を広がるような事業を展開する。
③平成12年度に開始したアニメ施策については、これまでの取組みの成果を検証し、課題を整理したうえで、今後の方針と取組みを定めておく
必要がある。

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

①創業支援融資貸付件数は、平成17年度37件で前年度比約32％増加、平成18年度52件で前年度比約
41％増加していたが、平成19年度は39件で前年度比25％減少した。
②人材育成事業「アニメ匠塾」は、前年と比較して研修生受入数は１名増えたが、研修修了者がアニメ制作
会社に就職した人数は平成18年度の６名から19年度４名に減少した。
③アニメーションミュージアム来場者数は当面の目標である５０，０００人を超えた。

①創業セミナー等の受講者数は、開催回数等が年度により異なるが、19年度は254名、前年度に比べ12.4％
増加した。創業支援融資は、上記のとおり減少している。
②運営を動画協会に委託したことにより、民間のノウハウや経験を有効活用したワークショップや企画展を充
実させることに成功し、来館者を増やすことができた。

政
策
へ
の
貢
献
度

①ＳＯＨＯ事業者支援は、環境と共生する産業の育成に大きく貢献している。
②アニメーションミュージアムの運営、アニメーター養成のための人材育成事業や、アニメイベントの開催など
の取組みにより区内アニメ産業への支援及び区内外に対し、アニメ産業集積地としての杉並区を大きくア
ピールすることができ、アニメを核とした施策への貢献度は高い。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

新規事業

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

大きな成果を
上げている事

務事業

アニメの杜すぎなみ、杉並アニメーションミュージアム運営

費用対効果の
高い事務事業

アニメの杜すぎなみ

見直すべき
事務事業

180

創業支援融資貸付件数 52 39 件

アニメーションミュージアムの１日あたり年間来館者数
（年間来場者数÷開館日数）

158 164 人

100

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：　44　】  【施策名：新しい産業の育成・支援 】 ※費用の単位は千円　　　

123,614 0 94,700 5.22 0.00 47,711 171,325 4,000

枝
番
号

○

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

0 0

0

0

9

8,174

164

0

0

29,662 0

2,000

2,000

65,027

76,636

0

0

0

17,275

20,291

10,145

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,645

35,089

56,966

6

12,387

44,736

66,491

9

16

10

11

12

15

13

入居事業所数

アニメーションフェスティバ
ル来場者数

14 0

アニメーションミュージアム1
日あたり来場者数

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

116

117

118

18

17

0

合計

人

1

2

3

4

環境と共生できる産
業の支援

アニメの杜すぎなみ

アニメーションミュー
ジアム運営

8

5

0

所

人

1.89 0.00

2.22 0.00

維持 維持

維持 増0.00 成果

維持 増 成果

増減
なし

大幅
減

推進

継続

減継続

（内）委託費 常勤

1.11

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金

（内）
投資的経費
等

0

0

0



基 47 132

件 121

2

魅力ある商店街事業対象
商店会数

事業対象商店会数 件 4 4

120

件 6

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

15.0 9.1 12.4

・区内の商店会数は、平成20年４月現在で131団体であり、19年４月現在の135団体から解散により４団体減
少し、商店会数は年々減少している。
・商店会は、売上の回復の遅れ、大型小売店の進出、商店会会員の高齢化、後継者不足等により、引き続き
厳しい状況にある。
・区が平成18年に行った買物動向調査によると、商店街の満足度は、「満足」が53.2％と過半数を占める一方
で、「不満足」が46.8％と半数近くを占めた。その一方で、商店街を必要だと思う人が81.4％で、商店街にとっ
て大切な機能として、多い順に環境・リサイクル、防犯、地域交流が挙げられた。

平成18年度
特記事項：

実績

223,314

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

魅力ある商店街づくり
上位

政策名
商店街の活性化のために施策名

関係課

区内商店会

目
標

施
策
の

商店会イベントや施設整備、装飾灯の電気料や建設に対し、助成金を交
付することで魅力ある商店街づくりを支援する。

40.4

51,380 89,534 100,538

施策
番号

45

411,729 313,626

33,432 37,292 39,028

3.69 0.00

274,598

0

4.08 0.00 4.27 0.00

0 2,760 2,760

計画

0 0

189,882 374,437

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

新・千客万来・アクテイブ
商店街申請事業件数 申請した事業件数

商店街装飾灯電気料助
成商店会数

電気料助成商店会数

商店街装飾灯建設助成
基数

装飾灯建設助成基数

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

補助・助成＝商店街振興対策（千客万来・アクティブ商店街事業、魅力ある商
店街づくり事業、元気を出せ商店街事業)、商店街環境整備（商店街装飾灯へ
の助成、商店街装飾灯建設助成)、産業・観光まつり補助

実績

区民生活部産業経済課

平成20年度

計画

244,901

区分　

　　事業費　　　①

商店会イベントの実施件数の増加

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

64,112

▲ 31.4

13.3

0

4,760

0.00

37,566

282,467

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

当該年度
総事業費

前年度
総事業費

（単位％）

4.11



二
次
評
価

　大型小売店の進出等により、商店会の売上等への影響は避けられないものとなっている。一方、商店会に対する満足度は半
数を超え、その必要性は高く感じられるなどの調査結果などから、一定の集客力を保持しているものと考えられるので、今後は、
経済的支援に頼らず自立できる方策を検討する必要がある。千客万来など申請件数の少ないものについては、更なる制度の有
効活用を図るため、メリハリをつけた支援策で即効性のある施策の検討が求められている。
　また、変化の激しい経済情勢に対応し、緊急度・必要度の高い課題に取り組むことができるよう産業行動計画を策定する必要
がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

・（課題）　新・千客万来・アクティブ商店街事業、空き店舗対策事業やホームページ助成制度は、利用
件数が少なく、制度が十分に活用されていない。
・（見込み）　商店会に補助金・助成金事業を十分活用してもらうため、制度のＰＲに努めるとともに、より
利用しやすい制度にするための調査・検討を行う。

施
策
の
あ
り
方

　商店街活性化支援についても、現行の網羅的な補助制度のあり方にとらわれず、活性化事業に取り組
む商店街に重点的に配分できるような新たな仕組みを構築する必要がある。
　事業の多くは、区単独ではなく都の間接補助事業であるため、独自に補助内容を変革していくことは難
しいが、区単独の補助事業について、新たな視点から実効性のある制度に改編する必要がある。

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

・商店街の集客力を高めるイベント事業を行った商店会は、19年度は18年度から4団体増加し、65件となって
いる。元気を出せ商店街事業の普及、浸透により、活動を行っていなかった商店会が、イベント等の活性化
事業に取り組み始める事例が増えている。
・平成19年度の商業実態調査による小売業売上高は、前回の平成16年度から7.2％減少している。

商店街の集客力を高めるイベント事業は、わずかながら増加しており、目標として達成可能であ
る。

政
策
へ
の
貢
献
度

商店街の活性化策として、補助金を中心とした支援事業は、経済的な支援策として最も重要であ
り、貢献度は大きい。商店街のニーズに応じて複数の補助制度を用意しており、各々の商店街に
おける実情や必要性を精査し、最も効果的・効率的に補助を実施することが、商店会活動の活性
化につながると考える。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

新規事業

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

商店街振興対策（新・千客万来・アクテイブ商店街事業、魅力ある商店街づくり助
成）、商店街環境整備（商店街装飾灯建設助成事業）

大きな成果を
上げている事

務事業

商店街振興対策（元気を出せ商店街事業）、産業・観光まつり補助

費用対効果の
高い事務事業

見直すべき
事務事業

商店街の集客力を高めるイベント事業を行った商店会 61 65 団体

区内小売業売上高 (428,188) 397,414 百万円

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：　45　】  【施策名：魅力ある商店街づくり 】 ※費用の単位は千円　　　

274,598 0 2,760 4.27 0.00 39,028 313,626 100,538

枝
番
号

○ ○

○ ○

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

0 0

0

0

65

132

121

0

0

110,690 43,441

57,097

0

197,137

5,799

0

0

0

23,033

13,801

2,194

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,760

0

0

6

87,657

183,336

3,605

9

16

10

11

12

15

13

商店街の集客力を高めるイ
ベント事業を行った商店会

装飾灯建設助成基数

14 0

高円寺阿波おどり観客動員
数

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

113

114

115

18

17

0

合計

万人

1

2

3

4

商店街振興対策

商店街環境整備

産業・観光まつり助成

8

5

0

団体

基

2.52 0.00

1.51 0.00

維持 維持

維持 維持0.00

重点

成果

維持 維持 重点

増

減

推進

継続

増減
なし

継続

（内）委託費 常勤

0.24

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金

（内）
投資的経費
等

0

0

0



区画 1,766 1,590

件 1

79

ふれあい農業体験
参加者数 人 43 54

1

件 92

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

71.7 33.1 42.3

農地、農家の減少傾向は、農業者の高齢化による後継者問題、相続税負担に伴う農地売買など
から、留まる気配は感じられないが、一方で多年にわたる区・農協等との連携による各事業の実施
や、食料自給率、食の安全への関心の高まりの中で、区内農業への区民の理解度は次第に深
まってきていると思われる。

平成18年度
特記事項：

実績

62,837

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

新しい都市農業の推進
上位

政策名
都市農業の育成のために施策名

関係課

農業委員会、農
業者、農業者団
体、区民、区民
農園利用者

目
標

施
策
の

①農産物の販売及び収穫体験・区民農園利用者等を通じた区民と農地・農業との
ふれあいの実現
②収益性の高い農業経営推進による営農意欲の増大
③区内生産物の地産地消の推進
④農地面積の維持

30.3

574 5,574 11,141

施策
番号

47

82,957 81,897

45,026 27,420 34,602

4.97 0.00

47,295

20,350

3.00 0.00 3.61 0.58

3,911 10,074 7,597

計画

1,293 22,130

17,811 55,537

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

農地転用受理通知等の諸証
明の承認・発行

体験型農園整備農業者
に対する運営管理費助成件数

区民農園貸出区画数

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

実行委員会形式・事業協力－農業の支援・育成
委託－区民農園の維持運営

実績

区民生活部産業経済課

平成20年度

計画

33,642

区分　

　　事業費　　　①

①区内農地面積は５２ｈａ程度となっているが、農業委員会による相続税納税猶予農地の適正の耕作指導や、農地転用
届出時における生産緑地買取り申出にかかる対応による農地保全。
②農作物の即売会や農業祭品評会の開催、ふれあい農業体験、農園主の指導による体験型農園運営や区民農園の利
用を通じた区内農業への区民の理解促進。
③企業的農業経営集団への活動費補助による生産性の高い、営農意欲ある農業者への先導者としての機能発揮

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

5,618

▲ 23.1

47.3

１９年度は、区民農園数が１増１減し、開
園・閉園工事に伴う事業費が増加した。

0

7,641

1.00

30,190

63,832

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

当該年度
総事業費

前年度
総事業費

（単位％）

3.00



二
次
評
価

　農業の担い手の育成と確保を図るためには、意欲や技術力など経営改善に対する支援を充実する必要がある。
地産地消の取組みや地元野菜販売事業など、関係団体との協力のほか、生産緑地買取のための支援等、具体的
な経営支援を都に対し、強く要請していく必要がある。
　また、農地保全と緑化推進を図り、農業をより身近なものとするためにも、環境や教育など他の施策と融合させた取
り組みを幅広く行っていく必要がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

都市農業の維持・育成事業は、区単独ではなく、農業者はもとより、農業委員会、農協、農地所有者、農
業者団体との事業協力によってはじめて、区内に分散した農業力の集約を図り、生産性の向上や広範な
区民とのふれあいを推進していくことが出来る。今後ともこれらの関連団体との協力関係をより一層強め、
効率的で効果の高い執行を図っていきたい。

施
策
の
あ
り
方

農地保全や都市農業育成に向けた環境づくりと農業者団体支援、各種イベントの内容充実や体験型農
園や区民農園の提供による区民と区内農業のより深いふれあいを目指す。また、都市における緑地保全
のため、まちづくりなど関連部門の協力や情報提供・共有化を図り、互いの連携を常に図っていきたい。

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

農地面積は、土地の流動化による宅地への転用、相続税対策によるやむを得ない農地の処分な
どから、逓減している。このような傾向は今後も続くものと思われる。また、土地税制のフレームの中
で、今後も農家数そのものの減少を食い止めることは難しく、直販農家数も徐々に少なくなってい
くと考えられる。

農地保全には、農業者自信の営農意欲の高まりと、区民の区内農業に対する理解が欠かせない。
農産物の即売会や農業祭品評会、ふれあい農業体験の実施や体験型農園、区民農園の運営、
直販マップの作成など各事業への区民の反応は概ね好評で、農業に対する親しみは増しており、
また、農業者自身も農業への期待を敏感に感じ取っており、耕作意欲の増進につながっている。

政
策
へ
の
貢
献
度

農産物即売会や農業祭品評会、体験型農園や区民農園の運営を通じて、杉並産の農産物が徐々に区民の
身近なものになりつつある。特に直販農家による農産物の販売は地産地消の実現であり、近隣住民との接点
そのもので、農業者の生産意欲の向上に大きく貢献している。また、各農業者の生産性向上の先導役となる
企業的農業経営集団への活動費補助についても、区の側面支援の一つとして都市農業の育成に寄与して
いる。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

新規事業

％ 現状維持34

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

農業の支援・育成

大きな成果を
上げている事

務事業

農業の支援・育成（体験型農園の運営、野菜即売事業）

費用対効果の
高い事務事業

農業委員会の運営

見直すべき
事務事業

区民農園の維持管理

現状維持

農地面積 54 52 ｈａ

販売（直販）農家数 62 60 所

減少幅を抑制

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

販売（直販）農家率
＜販売農家数／全農家戸数＞

指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

34

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：４７】  【施策名：新しい都市農業の推進 】 ※費用の単位は千円　　　

47,295 20,350 7,597 3.61 0.58 34,602 81,897 11,141

枝
番
号

○

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

0 0

0

0

52

100

1,590

0

0

13,974 618

5,000

5,523

29,484

38,439

0

0

0

7,495

18,385

8,722

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

7,597

6

6,479

11,099

29,717

9

16

10

11

12

15

13

農地面積

体験型農園運営によって農
業生産を体験できた人数

14 0

貸出区画数

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

120

121

122

18

17

0

合計

区画

1

2

3

4

農業委員会の運営

農業の支援・育成

区民農園の維持運営

8

5

0

ha

人

0.82 0.00

1.86 0.50

維持 維持

維持 維持0.08

効果

見直

維持 維持 重点

増減
なし

減

直轄

継続

増推進

（内）委託費 常勤

0.93

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金

（内）
投資的経費
等

0

0

20,350



前年度
総事業費

（単位％）

0.32

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

5,400

▲ 1.5

1.6

0

63,270

0.00

2,925

184,313

当該年度
総事業費

(財)杉並区勤労者福祉協会の実施する福利厚生サービス事業の充実と会員の増加を図る。

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

平成20年度

計画

181,388

区分　

　　事業費　　　①

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

委託＝勤労福祉会館維持管理
補助・助成＝財団法人勤労者福祉協会

実績

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

利用回数 勤労者福祉会館が利用された件数

計画

0 0

156,157 184,174

47,385 63,186 44,414

140,962

0

0.32 0.00 0.40 0.000.38 0.00

3,443 2,925 3,656

187,099 144,618

5,400 5,400 5,400

関係課 区民生活部文化・交流課

杉並区在住、在
勤の勤労者 目

標

施
策
の

中小企業の福利厚生事業を補完し、余暇の充実や健康増進を支援する
ことにより、勤労者の福祉の向上及び中小企業の振興を図る。

区民生活部産業経済課

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

働くひとびとの条件整備
上位

政策名
多様な働き手、組織が活躍する社会の形
成のために

施策名
施策
番号

48

2.5

・中小企業が単独で実施できない福利厚生事業や健康増進事業等について、公益法人である
（財）杉並区勤労者福祉協会による、中小企業勤労者への福利厚生サービスの実施、充実が求め
られている。
・事業者の高齢化による廃業や従業員の高齢化により、（財）杉並区勤労者福祉協会の会員数や
サービス利用が減少傾向にある。

平成18年度
特記事項：

実績

159,600

▲ 9.4

15,967

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

2.2 1.6

16,359

会員数 （財）杉並区勤労者福祉協会会員 人 4,467 4,277

件



指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

55,000

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

-

(代）（財）杉並区勤労者福祉協会を利用することによっ
て、福祉サービス等を受けた件数

53,417 50,475 件

（代）㎡あたりの維持経費 20,930 19,158 円

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

大きな成果を
上げている事

務事業

費用対効果の
高い事務事業

見直すべき
事務事業

財団法人勤労者福祉協会

新規事業

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

・（財）杉並区勤労者福祉協会の会員福利厚生サービス利用件数は、平成18年度は前年度比約
9.3％減少し、平成19年度も同約5.5％減少した。ただし、平成19年度から福利厚生代行業者への
委託や事業の大幅な見直し等を行ったため、前年度との純粋な比較は困難である。
・勤労者福祉会館の利用回数は、平成19年度前年度比約2.5％増加した。

・（財）杉並区勤労者福祉協会は、平成１９年４月から、福利厚生代行業者を活用した新サービスを
開始しており、サービスの充実は実現している。

政
策
へ
の
貢
献
度

（財）杉並区勤労者福祉協会は、区内在住･在勤の中小企業に働く勤労者の福利厚生事業を低廉
な負担で提供し、「働くひとびとの条件整備」における貢献度は大きい。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

二
次
評
価

（財）杉並区勤労者福祉協会の会員数の減少に伴い会費収入も減少する中で、事業の見直し等による
サービスの向上を図りつつ、維持経費の効率化を進めていることは評価できる。今後は国庫補助金の終
了に伴う減収にも対応するため、より一層の効率化の推進や自主財源の拡充を図っていく必要がある。
そのためには、会員数の大幅な拡大が不可欠であり、新サービスの徹底した周知やサービス内容の充
実を図るとともに新たな会員獲得に向けた取り組みも積極的に行っていく必要がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

・（課題）　区に対し交付されている国庫補助金が平成20年度に終了することから、（財）杉並区勤労者福
祉協会の自主財源の確保及び財政の自立化が求められている。
・（見込み）新サービスの導入により民間委託化を行い経費削減を図ったが、会員数の減少により会費収
入も減少したため、一層の自主財源確保のための努力が必要である。

施
策
の
あ
り
方

　（財）杉並区勤労者福祉協会は、平成１７年度に行った実施事業の見直し検討会報告書の内容に沿っ
て、平成１９年４月から、福利厚生代行業者を活用したサービスの拡充や、インターネット等の活用による
サービス提供方法の改善、事務委託化の推進等の事業見直しを行い、本格実施している。
　新サービスの導入により会員数の増加が期待されたが、平成19年度においても会員数の減少が続き、
会費収入も減少した。協会の自主財源確保のために最も重要な課題は、新規会員の確保による会員数
の増加である。新サービスにより利用できる福利厚生サービスは、大幅に増加し内容も充実した。今後
サービス内容の周知が一層必要である。

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：　48　】  【施策名：働く人々の条件整備 】 ※費用の単位は千円　　　

140,962 0 44,414 0.40 0.00 3,656 144,618 5,400

（内）
投資的経費
等

0

0

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金（内）委託費 常勤

減 減 見直

増減
なし

増減
なし

推進

推進

維持 維持0.24 0.00

0.16 0.00

回

名

8

5

0

1

2

3

4

勤労福祉会館維持管
理

財団法人勤労者福祉
協会

合計

18

17

0

123

124

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

勤労福祉会館の年間利用
回数

財団法人勤労者福祉協会
の会員数

14 0

16

10

11

12

15

13

6

55,752

85,210

9

44,414

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,194

1,462

0

0

0

0

0

0

0

57,946 0

5,40086,672

0

16,359

4,277

0

0 0

0

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

枝
番
号



前年度
総事業費

（単位％）

4.49

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

0

3.4

33.7

0

51,208

1.00

43,809

129,992

当該年度
総事業費

①すぎなみNPO支援センターでは、地域活動に関心のある区民を実践に結び付けていくために、
すぎなみ地域大学との連携により、「新たな公共」を担うNPOのための相談業務、NPO立ち上げ支
援の充実を図る。また杉並区NPO支援基金の充実に努める。
②すぎなみ地域大学では、新たな行政需要などに基づく講座の拡充を積極的に進めるとともに受
講者の地域活動への参加率の向上に努める。

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

平成20年度

計画

86,183

区分　

　　事業費　　　①

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協働等が実現している主
な 事 業 と そ の 形 態

委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 すぎなみ地域大学運営
委託（業務量の５０％以上に相当）　　  　　  NPO・ボランティア活動推進
協働（事業協力）                                 杉並 NPO支援基金運営

実績

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

協
働
等

施
策
分
析

Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

NPO支援基金寄付金
額

実施講座数

すぎなみ地域大学受講者
数（修了基準を定めてい
ない講座を除く）

計画

0 0

71,006 78,674

41,859 45,698 38,588

69,259

0

5.15 0.00 5.44 0.255.63 0.00

51,008 47,071 50,415

125,745 119,674

0 0 0

関係課

区民・在勤者・在
学者・NPO・ボラ
ンティア・事業者

目
標

施
策
の

新たな公共の担い手となるNPO等の地域活動への新規参入を支援すると
ともに、活動しやすい環境を整え、区・NPO等との協働の推進を図ること
で、豊かで活力ある地域社会を築く。

区民生活部地域課

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

NPO・ボランティアなどが、活動しや
すい環境整備

上位
政策名

多様な働き手、組織が活躍する社会の形
成のために

施策名
施策
番号

51

42.1

①すぎなみＮＰＯ支援センターについては、組織活動支援の充実や、すぎなみ地域大学修了者
の地域活動との結びつけ等の中間支援組織としての機能の拡充強化が期待されている。また、
NPO等の財政基盤である、杉並区NPO支援基金については、これまで以上に新たな寄付者の開
拓が求められている。
②すぎなみ地域大学では、事業開始以来、定員を上回る申し込みがあり、区民の地域活動への
参加意欲が伺える。今後も区民の地域社会への参加や社会貢献活動への意欲に応えるための仕
組みの充実が更に求められる。

平成18年度
特記事項：

実績

122,014

▲ 1.9

3,611

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

41.8 37.4

本 12

2,294

NPO・ボランティア活動
等相談件数

件 2,242 1,919

24

千円

人 555 764



指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

地域大学の講座受講者が地域活動を行うために設立
したNPO及び任意団体の数（累計）

300

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

80

特定非営利活動法人（NPO法人）認証団体数 241 279 団体

地域活動参加率（修了基準を定めていない講座を除
く）

73 71 ％

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

NPO等の活動の推進
すぎなみ地域大学の運営

大きな成果を
上げている事

務事業

費用対効果の
高い事務事業

見直すべき
事務事業

新規事業

団体 1562

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

①区内のNPO法人数が、地域活動参加率と新規設立団体数増に伴い、平成１９年度の計画数２５
０団体より、大幅に増加した。
②すぎなみ地域大学では、講座数の倍増に伴い、受講者数も１．４倍と大幅に増加している中で、
地域活動への参加率は、昨年度と同水準を維持できた。

①すぎなみNPO支援センターでは、地域活動に関心のある区民を実践に結び付けていくために、
すぎなみ地域大学との連携により、「新たな公共」を担うNPOのための相談業務、NPO立ち上げ支
援の充実を図った。
②すぎなみ地域大学の19年度に開講した講座から4団体が新たに設立されるとともに18年度の受
講者が設立した団体が区の「ひととき保育」の受託者となった。また、講座修了者の約7割が行政
事業への登録やＮＰＯ団体等へ参加するなどして、地域活動への一歩を踏み出した。

政
策
へ
の
貢
献
度

①すぎなみNPO支援センターでは、区との協働により、NPOが「新たな公共」を担うための講座づく
りを強化することができた。杉並区NPO支援基金についても、すぎなみNPO支援センター組織の
一つである普及活動委員会による主体的な寄付等資金調達先の拡大が図られた。
②すぎなみ地域大学の１９年度開講講座には、定員を上回る受講申込があり、講座修了者の地域
活動参加率も７割を超えるなど、区民の旺盛な地域活動・社会貢献活動への参加意欲に応えるこ
とができた。

指
標
の
変

化

当
面
の
成
果
目
標
の
達

成
状
況

二
次
評
価

　区内のＮＰＯ団体数が大幅に増加しており、ＮＰＯ団体への相談・立ち上げ支援の充実がうかがえる。
また、すぎなみ地域大学については、定員を上回る受講申し込みがあるなど、区民の地域活動・社会貢
献活動に対する意識が高まる中、さらなる受け皿の充実が必要である。今後は、ＮＰＯ支援センターとす
ぎなみ地域大学の連携を強化し、ＮＰＯ等が活躍できる仕組みを整えるとともに、多くの講座修了者が地
域活動や社会貢献活動に参加できる環境を整備していく必要がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課
題
と
見
込

み

①多様化した区民ニーズにきめ細かく対応した公共的サービスを、行政のみで提供していくことには困難であ
ることから、今後、NPO等の特性を活かした、「新たな公共」の担い手としてのNPOの育成策の充実が必要で
ある。平成20年度中に「NPO等活動推進協議会」から、今後のNPOとの協働の進め方、NPO活動への支援策
に関する提言を受け、平成２２年度からの具体策の実施を計画化する。また、杉並区NPO支援基金について
は、区登録団体による自主的な普及啓発活動の展開を積極的に図り、寄付の増加に努める。
②すぎなみ地域大学では、講座カリキュラムの作成及び講座運営業務について、ＮＰＯ団体等と委託契約を
結び講座を運営している。今後講座数をさらに拡充するためには、ＮＰＯ団体等への講座運営委託の拡大も
一層必要となる。

施
策
の
あ
り
方

①すぎなみNPO支援センターとすぎなみ地域大学の連携を強化し、「新たな公共」の重要な担い手であるNPO等
が、自主性・自立性を尊重されながら元気に活躍できる仕組みや環境等の整備を進める。そのためには、協働事業
の多様な担い手の育成を促進する。また、現在の「新たな公共」活動の財政基盤のひとつである杉並区NPO支援基
金の充実に向けて、安定性・継続性が期待できる寄付者の発掘などを積極的に進める。
②すぎなみ地域大学では、多様な協働事業の担い手を育成するためには、「地域人材の育成」部門と「地域人材の
活用」部門との更なる連携が不可欠であり、講座の構想段階から受講後の活動段階まで地域大学と事業所管課の
連携による支援により、多くの修了者が社会貢献活動へ参加できるよう取り組んでいく。

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：　　　】  【施策名： 】 ※費用の単位は千円　　　

69,259 0 38,588 5.44 0.25 50,415 119,674 0

枝
番
号

○ ○ ○

○ ○ 　

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

7

0

0 0

0

0

279

71

0

0

75,018

44,656

0

0

0

0

28,791

21,624

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

25,977

12,611

6

46,227

23,032

9

16

10

11

12

15

13

特定非営利活動法人（NPO
法人）認証団体数

地域活動参加率

14 0

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

93

94

18

17

0

合計

1

2

3

4

NPO等の活動の推進

すぎなみ地域大学の
運営

8

5

0

団体

%

3.15

2.29 0.25

維持 増 重点

増 増 重点

増減
なし

増

推進

継続

（内）委託費 常勤
単位 主たる指標の名称、式

非常勤
相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金

（内）
投資的経費
等



件 258,366 326,799

件 46,275

1,420,090

区民事務所等事務処理件数 件 854,299 880,599

44,385

件 1,439,628

人件費／総事業費（単位％）

指標名 算式 単位 平成18年度 平成19年度

83.6 74.1 78.4

〇五つ星の区役所サービスに基づくサービスの質的充実に関する要望の高まり
〇区民の生活様式多様化によるサービス提供日、提供時間の拡充に関する要望の高まり
○戸籍届出後の証明書即日発行等サービス迅速化への要望
〇国・都・市区町村におけるインターネットを介した広域的行政サービスの導入
〇インターネット等によるノンストップ（24時間）、ワン・ツー・ワン（1対1）サービスの潮流
〇IT社会の進展に伴うプライバシー侵害の脅威の増大
○国及び区による公共サービスの競争導入等積極的な民間サービス利用の流れ

平成18年度
特記事項：

実績

1,911,295

平成20年度 杉並区施策評価表Ⅰ

区民生活の情報基盤整備
上位

政策名
区民生活を支える基盤整備施策名

関係課 区民生活部管理課

区民（個人)等
区民生活部職員

目
標

施
策
の

○区と区民の権利・義務形成の基礎となる住民基本台帳・外国人登録、身分に関する記録である戸
籍等の情報や印鑑登録など届出等に基づき作成・保管し、その証明を発行するとともに、住民異動に
伴う各種業務の届出受付や行政サービスの提供を核として総合的に窓口サービスを行う。
○出生、死亡などの届書に基づき効率的に人口動態調査票を作成・送付する。
○建物に整然と住居番号を付番し住所を明確にし、公共サインで現在地や目的地を分かるようにす
る。
○部内の職員事務費、旅費等を効率的に執行する。自衛官募集を支援する。

14.3

22,251 21,444 22,402

施策
番号

81

2,291,524 2,184,497

1,597,146 1,698,048 1,713,432

171.60 15.00

471,065

7,914

180.63 17.00 182.01 18.00

232,150 218,332 173,767

計画

91,489 14,169

314,149 593,476

協
働
等

施
策
分
析
Ⅲ
・

活
動
指
標

施
策
分
析
Ⅱ
・

区民課総事務処理件数

休日夜間事務処理件数

証明書自動交付機発行件数

対
象

施
策
の

成
果
目
標

当
面
の

人件費比率

(内）投資的経
費等②

(内）委託費③

施
策
を
取
り
巻
く
環

境

（
社
会
情
勢

、

国
・
都
の
動
き

、
区

民
意
見
等

）

協 働 等 が 実 現 し て いる
主 な 事 業 と そ の 形 態

十分に実現している：自衛官募集
一部実現している（委託）：区民事務所事務、住民基本台帳事務
一部実現している（協働）：住居表示の管理

実績

区民生活部区民課

平成20年度

計画

1,040,732

区分　

　　事業費　　　①

○本庁土日開庁を始めることによる休日夜間窓口開設（駅前事務所の開設を含む）利用率の向上
○戸籍システム導入による、事務の効率化及び休日夜間窓口体制の確立
○証明書自動交付機の利用拡大
○外国籍住民に対する証明書自動交付機利用等による日本国籍住民との同等サービスの提供
○住民基本台帳事務等を中心としたＩＳＭＳ認証取得後の情報セキュリティ対策の確立と実施
○個人情報（プライバシー）保護を機軸に置いた住民基本台帳ネットワークシステムへの対応

施策
担当課

平成19年度

施
策
の
概
要

21,057

20.1

62.2

2,872

674,666

21.00

1,711,780

2,752,512

施
策
分
析
Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

総事業費(①＋⑤)
　　　　　　　　　　⑥

（財源） 国・都等
からの支出金　⑦

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

職員数（人）    ④
(常勤｜非常勤)

人件費　　　　⑤

当該年度
総事業費

前年度
総事業費

（単位％）

180.92



二
次
評
価

本庁土日開庁に向けた取り組みや駅前事務所の運営など、区の目指している24時間365日の区役所
サービスの実現に向けての施策は着実に推進されている。また、ISO27001認証の運用の徹底による個
人情報の安全性の確保にも積極的に取り組んでいる。今後は、サービス拡充に伴う人件費等の経常的
な経費の増加を最小限に抑えるためにも、一層全庁的な取り組みの中で進めていく必要がある。

今後の施策の方向

協
働
等
の
課

題
と
見
込
み

　機器類の保守や施設の清掃等の委託は継続していく。今後は、事業のコスト削減や費用対効果を考
慮し、業務の委託化の拡大や非常勤職員の活用について引き続き検討・実施していく。

施
策
の
あ
り
方

本庁土日開庁実施後の効果検証、休日・夜間窓口の拡充、自動交付機の利便性の向上や事務の電算
化の推進により生活様式が多様化している区民が安心して迅速に行政サービスを受けられるようにする。
また、ISO27001認証後の運用の徹底や戸籍システムの構築等により個人情報の安全性を確保する。さら
に、非常勤職員の活用、事業者等への委託の推進等により事業の効率化を図る。

施
　
策
　
の
　
総
　
合
　
評
　
価

・地域サービス利用割合は、１７、18年度は60%弱だったが、19年度に高円寺駅前事務所を開設し
たため60%を超えた。
・休日夜間サービス割合は、増加傾向であったが、高円寺駅前事務所を開設し、地域の窓口が増
えたことにより7%を超えた。

・区民事務所、分室、駅前事務所の利用拡大による地域サービス利用割合の向上
・本庁土日開庁と駅前事務所の開設による夜間休日窓口サービス利用率の向上
・最高裁判決後の住民基本台帳ネットワークシステムへの迅速な対応
・住民基本台帳事務を中心とした情報セキュリティ対策の実施→ISO27001認証の運用の徹底

政
策
へ
の
貢
献
度

本施策の中心となる住民基本台帳事務、外国人登録事務、戸籍事務等は、全ての行政業務の基
礎となる基本情報を作成・保管している。かつ、窓口においては、横断的に主管課の事務を所掌
し区民に総合・地域サービスを提供しており政策への貢献度は極めて大きい。

指
標
の
変
化

当
面
の
成
果
目

標
の
達
成
状
況

新規事業

事
務
事
業
の
状
況

施
策
を
構
成
す
る

相
対
性

重点事業に
位置付けられ
る事務事業

戸籍事務、住民基本台帳事務、区民事務所事務

大きな成果を
上げている事

務事業

費用対効果の
高い事務事業

住居表示の管理

見直すべき
事務事業

地域サービス利用割合
区民事務所事務処理件数/区民課総事務処理件数

59.34 62.01 ％

休日夜間サービス利用割合
休日夜間事務処理件数/区民課事務処理件数

6.87 7.36 ％

目標値

平成18年度 平成19年度 平成22年度末

成
果
指
標

施
策
分
析
Ⅳ
・

指標名　及び　計算式
成果・現状値

単
位

拡充 サービス増 改善余地なし 効率化 縮小 統廃合



【施策番号：81】  【施策名：区民生活の情報基盤整備 】 ※費用の単位は千円　　　

471,065 7,914 173,767 182.01 18.00 1,713,432 2,184,497 22,402

枝
番
号

○

○ ○

○ ○

主たる
指標の値

平成20年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業－19年度の数値）

件 印鑑登録件数7 87 印鑑登録事務 4,769

8,343 出生、死亡、婚姻起因件数

住民票の写し等交付件数、
閲覧件数

0 0

0

増

維持 維持

111 100,020

16,153

10.64 1.00

2.59

72

31

55

28,983

0

23,673

23,985

781,008

116,563

0

0

0

19,194

914

14,258

0

101,617

140,289

0

548,725

39.07 0.85

4.03

837,841

41,902

0.90

74.66

0

364,224

0

427,608

8,226

723,250

36,834

0

0

0

116,616

63

85

13,822

98,453

43,415

1,665

6

4,791

94

102,305

121,117

117

114,591

5,068

9

16

10

11

12

15

13

住民基本台帳事務

住居表示の管理

22,32489

○ ○

0

014.75

付番された住所に住民登録
をした人の割合

外国人登録届出及び登録
職権閉鎖の処理件数

17,186

戸籍事務

人口動態統計調査

外国人登録事務 1,597

62.01 ％

予算執行率

2等陸・海・空士受験者数

14 0

4施設平均の客室稼働率

届出件数

事業費 職員数
人件費
（非常勤

含）

位置付

実
計

行
革

協
働

整理
番号

評価対象事業名

73

90 区民事務所事務

74

78

84

18

17

0

合計

％

件

27,272

1

2

3

4

区民生活部一般管理

自衛官募集広報事務

保養のための宿泊機
会の提供

8

12,895

452,852

100

85

88

5

86

359,455

％

人

区民事務所等取扱件数/区
民課取扱件数

件

件

件

％

46.36 1.40

2.10

0.10

減 維持

維持 維持

減 増

維持 維持

維持 維持

減

増減
なし

直轄

継続

増 重点推進

増

減

継続

維持 重点

推進

推進

増減
なし

増減
なし

増 増 効果

直轄

推進

増減
なし

増減
なし

重点

増減
なし

増減
なし

直轄

推進

増

（内）委託費 常勤

1.56

維持

減

単位 主たる指標の名称、式
非常勤

相対性総事業費 コスト 成果 協働

21年
度予
算の
方向

（財源）国・
都等から
の支出金

47

7,867

0

0

（内）
投資的経費
等

0

0

0

0

0




